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本町が脱炭素社会を目指すために、部門別に短・中期（2025年～2030年）、中・長期（2040年～2050年）のロードマップを下記に示します。

　　　　●公共施設の50％に太陽光　　　　　 　●公共施設の100％に太陽光

中・長期

国や府の動向

2025年 2030年 2040年 2050年

横断的取り組み

主
な
取
り
組
み

家庭部門

運輸部門

短・中期

産業部門

業務部門

営農と両立する再エネ等検討

水素利用等の新たな燃料による

技術の取込み

エネルギーの見える化

既存住宅の太陽光・蓄電池設備の導入等の推進

新築住宅のZEH化推進

新築建物および既築建物のZEB化推進（ソーラーカーポート）

公共施設のZEB化・RE100化

ZEB化の周知啓発

充電場所の整備促進による拠点拡大

町民・事業者・町内大学と連携した脱炭素取組の推進

補助事業の周知と拡充 再エネ比率の高い充電インフラの実現

カーシェアによる次世代自動車の利用障壁の解消

脱炭素促進区域の再エネ促進拡大

各種補助金情報の周知

地域循環共生圏の実現

脱炭素先行地域の創出 全国で多くの脱炭素ドミノ 脱炭素で強靱な活力ある地域社会の実現へ

省エネ法設備（空調設備、照明、生産機械など）の徹底

事業場・工場等の省エネ化・ZEB化（ソーラーカーポート）

再エネ電気の調達と災害時のBCP対策強化

他の公共施設へのZEB化・RE100化の展開

省エネ＋再エネ設備導入の展開・浸透

新築建築物のZEB標準化

既存住宅の断熱改修や高効率機器の導入等の推進
新築住宅のZEH標準化

既存住宅の太陽光発電・蓄電設備の導入

公用車の率先ＥＶ化 ひまわりバスと連動した交通分野の省エネ化・再エネ拡大（ドローン活用・ラストワンマイル対策）

ZEHの拡大

ZEBの拡大

多様な再エネの地産地消が実現（ため池利用、地域新電力設立、スマートタウン）

水素ST・FCVの拡大

V2Hなど住宅や事業所へのインフラ整備 EV・FCVの拡大

「（仮称）くまとりCO2バンク」創設による再エネ導入加速化

脱炭素促進区域の設定

PPA事業の推進、分散型電源によるレジリエント強化

消費者行動の変容を促すインセンティブの検討・試行

町による新たな補助事業の構築

COOL CHOICE、ゼロカーボンアクション30の取組強化

くまとり脱炭素先行エリアの構想具体化

ゼロカーボン
シティー

くまとり

気候変動対策条例等に基づく事業者の削減対策の推進

おおさかスマートエネルギーセンターによる府民・事業者の対策支援


